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株式会社スマートバリューとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2023 年２月 14 日の取締役会において、以下のとおり、株式会社スマートバリ

ュー（以下、スマートバリュー）との間で、公共領域におけるデジタルトランスフォーメ

ーション（DX）の取組みに関する資本業務提携を行うことについて決議し、資本業務提

携契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本業務提携の理由 

 現在、我が国は新型コロナウイルス感染症による大きな混乱や経済的な苦境を経て、デジ

タル化を軸とした新たな社会体制に移りつつあります。2021 年９月にデジタル庁が発足し、

2022 年６月に「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（注１）が閣議決定され、その中で

行政手続きのオンライン化（デジタルファースト原則、デジタルで完結・紙不要）や行政に

関するデータ利用の促進等が明確に示されました。 

 このような環境の下、当社は 2022 年 1 月に公表した中期経営方針において、DX を推し

進める業種・業務ソリューションの拡充を掲げており、特に公共領域を重点領域の一つとし

て定め、専任部署を設置し活動を行っております。 

 本資本業務提携の提携先であるスマートバリューは、「スマート＆テクノロジーで歴史に

残る社会システムを創る！」をミッションとして掲げ、社会の公器として、永続する事業体

となるべく未来の「まちづくり」を担う企業を目指しております。同社は、主に地方自治体

向けのクラウドサービスを展開しております。 

 本提携は、当社の創業以来培ってきたデータ活用に関する専門的な知識や経験とスマー

トバリューが持つ地方自治体に対するチャネルや営業ノウハウを融合させ、行政デジタル

化を推進する新たなサービスの構築を目的としております。本提携に先立って、当社とスマ

 



ートバリューは、2022 年 8 月頃から公共領域におけるクラウドサービスの提供について検

討を進め、2023 年１月から北九州市の行政手続きオンライン化に関する実証実験を共同で

開始しております。（注２） 

 今後は、実証実験の成果を踏まえ、両社の緊密な連携により提供サービスや提供自治体の

拡充を図り、DX による生産性の向上と価値創造を推し進めてまいります。 

（注）１ デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

（https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program/） 

２ 当社プレスリリース

（https://corp.wingarc.com/public/202211/news1671.html） 

 

２．業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

以下について、共同でビジネス開発を行うことで合意しております。 

① 行政手続きデジタル化領域の事業開発 

・ 当社の電子帳票プラットフォームである「invoiceAgent」を活用した地方公共団体向

け事業開発  

・ 公共領域におけるクラウドサービスの共同事業開発 

② スマートシティ及びモビリティ領域の事業開発 

・ スマートシティに関する領域、モビリティ領域に関する共同事業開発及びそれぞれの

新規サービス開発 

③ 新規ビジネスの開発及び既存事業のスケールアップ 

④ その他ビジネス支援 

 

（２）資本提携の内容 

当社は、スマートバリューが実施する第三者割当増資を引き受け、同社発行の普通株式の

取得を行います。また、同社の大株主である渋谷順氏（同社取締役兼代表執行役社長）、渋谷

一正氏、及び株式会社希実製作から同社の普通株式の取得を行います。これらの結果、当社

は、同社の普通株式を合計 830,000 株取得し、発行済株式総数に対する割合（注１）は 8.00%

となる見込みです。 

 

・第三者割当増資引き受けに関して 

（１） 取 得 期 日 2023 年３月２日 

（２） 
取得株式数（発行済株式総数 

に 対 す る 割 合 ）（ 注 １ ） 
415,000 株（4.00％） 

（３） 取 得 価 額（注２） １株につき 412 円、総額 170,980,000 円 

 

https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program/
https://corp.wingarc.com/public/202211/news1671.html


・大株主からの株式の取得に関して 

（１） 取 得 の 相 手 方 渋谷 順 渋谷 一正 株式会社希実製作 

（２） 

取 得 株 式 数 

（発行済株式総数に

対する割合）（注１） 

207,500 株 

（2.00％） 

147,500 株 

（1.42％） 

60,000 株 

（0.58％） 

（３） 取得価額（注２） 
１株につき 412 円 

総額 85,490,000 円 

１株につき 412 円 

総額 60,770,000 円 

１株につき 412 円 

総額 24,720,000 円 

（４） 取 得 予 定 日 2023 年３月２日 2023 年３月２日 2023 年３月２日 

（注）１ 第三者割当増資後の発行済株式総数に対する割合（自己株式を除く）。 

２ 株式会社東京証券取引所におけるスマートバリュー普通株式の 2023 年２月 13 日の

終値に 0.98％のプレミアムを加えた値。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社スマートバリュー  

（２） 所 在 地 大阪府大阪市中央区道修町三丁目 6 番 1 号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役兼代表執行役社長 渋谷 順 

（４） 事 業 内 容 クラウドソリューション事業 

（５） 資 本 金 959,454 千円 

（６） 設 立 年 月 1947 年６月 

（７） 
大株主及び持株比率

（注） 

渋谷 一正 22.95 

渋谷 順 14.23 

株式会社希実製作 5.79 

株式会社コモンズ＆センス 5.79 

島田 睦 4.25 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4.00 

杉村 富生 2.96 

ＪＰ ＪＰＭＳＥ ＬＵＸ ＲＥ ＮＯＭＵＲＡ ＩＮ

Ｔ ＰＬＣ １ ＥＱ ＣＯ 
1.61 

株式会社ベイエリア 1.40 

島田 晃久 1.37 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

スマートバリューとは、当社クラウドサービス

の利用契約及び自治体向け WEB 予約システム

に関する業務委託契約があります。また、同社の



子会社である株式会社 One Bright KOBE が募

集する神戸アリーナ（仮称）協賛プログラムに協

賛しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2020 年６月期 2021 年６月期 2022 年６月期 

 連 結 純 資 産 3,583,970 千円 2,117,913 千円 2,451,252 千円 

 連 結 総 資 産 4,692,916 千円 2,740,375 千円 4,120,656 千円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 359.65 円 211.00 円 212.60 円 

 連 結 売 上 高 5,958,661 千円 3,446,178 千円 3,805,373 千円 

 連 結 営 業 利 益 △239,750 千円 △605,316 千円 △15,083 千円 

 連 結 経 常 利 益 △223,392 千円 △580,000 千円 8,228 千円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
32,901 千円 △1,407,512 千円 1,080 千円 

 １株当たり連結当期純利益 3.31 円 △140.54 円 0.11 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 8.00 円 8.00 円 8.00 円 

（注）2022 年 12 月 31 日現在。自己株式を除く。 

 

４．日 程 

（１） 取締役会決議日 2023 年２月 14 日 

（２） 契 約 締 結 日 2023 年２月 14 日 

（３） 株式譲渡実行日 2023 年３月２日（予定） 

（４） 
第 三 者 割 当 

増 資 実 行 日  
2023 年３月２日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件が当期の当社連結業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、今後開示す

べき事項が生じた場合には、別途開示させていただきます。 

 

以上 


